
 

 

令和 3 年第 4 回（12 月）町議会定例会提出議案等の概要 

 

 

○議案第 66 号 令和 3 年度宇治田原町一般会計補正予算（第 3 号） 

〔企画財政課〕 

人事異動等に伴う職員人件費の補正をはじめ、子育て世帯への臨時特別給付金事業費

や新型コロナウイルス感染症予防対策事業費を補正するもの。 

 

     既定額     5,182,937 千円 

     補正額      179,799 千円 

      計     5,362,736 千円 

 【主要事業】 

・新型コロナウイルス感染症予防対策事業費    拡充     28,690 千円 

・新型コロナウイルス感染症自宅療養者支援事業費 新規       200 千円 

・子育て世帯への臨時特別給付金事業費      新規     62,700 千円 

 

〇議案第 67 号 令和 3 年度宇治田原町国民健康保険特別会計（事業勘定）補正予算（第

1 号） 

〔健康対策課〕 

  人事異動等に伴う職員人件費の補正及び人間ドック等委託事業費を補正するもの。 

     既定額    1,071,970 千円 

     補正額        △767 千円 

      計     1,071,203 千円 

 

〇議案第 68 号 令和 3 年度宇治田原町介護保険特別会計補正予算（第 2 号） 

〔福祉課〕 

  [保険事業勘定] 

  人事異動等に伴う職員人件費等を補正するもの。 

     既定額     826,590 千円 

     補正額      △2,351 千円 

      計       824,239 千円 

 

〇議案第 69 号 令和 3 年度宇治田原町水道事業会計補正予算（第 1 号） 

〔上下水道課〕 

  人事異動等に伴う職員人件費を補正するもの。 

     収益的 支出 既決予定額    268,979 千円 

            補正予定額    △5,106 千円 

                            計            263,873 千円 

     

 資本的 支出 既決予定額    227,280 千円 

            補正予定額       200 千円 

                            計            227,480 千円 

 

 

 

〇議案第 70 号 宇治田原町国民健康保険条例の一部を改正する条例を制定するについて 



 

 

〔健康対策課〕 

産科医療補償制度の見直しに伴う健康保険法施行令の一部改正等に伴い所要の改正を行 

うもの。 

改正内容は、産科医療補償制度の見直しに伴う当該制度の掛金を 1 万 6 千円から 1 万 2 

千円に引き下げるが、出産育児一時金支給総額 42 万円を維持するため、出産育児一時金等

について現行の 40 万 4 千円から 40 万 8 千円に引き上げるもの。 

 

〇議案第 71 号 町道路線の認定について 

〔建設環境課〕 

大字岩山小字塩谷及び大字岩山小字辻堂地内の都市計画道路宇治田原山手線と町道 10

の 3 号線を連絡する道路を町道宇治田原工業団地線として認定しようとするもの。 

当該路線については、平成 29 年 5 月に都市計画道路決定済みであり、延長 360 メートル、

幅員 12 メートルの規格。 

 

〇議案第 72 号 宇治田原町旧役場庁舎解体工事請負契約の締結について 

〔企画財政課〕 

旧役場庁舎跡地整理のため、旧庁舎建物等の解体工事を行うもの。 

本工事一式を「株式会社原田組」と 6,798 万円で請負契約しようとするもので、議会の 

議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第 2 条の規定に基づく工事の請

負契約を締結するため、地方自治法第 96 条第 1 項第 5 号の規定により議会の議決を求める

もの。 

 

〇議案第 73 号 宇治田原町営土地改良事業（令和 3 年災害復旧事業）の実施について 

〔産業観光課〕 

令和 3 年 8 月 13 日から 15 日発生の 8 月前線豪雨災害により被災した農地及び農業用施 

設の復旧工事を町営土地改良事業として実施するため、土地改良法第 96 条の 4 第 1 項にお

いて準用する同法第 87 条の 5 第 1 項の規定により、議会の議決を求めるもの。 

 

〇議案第 74 号 公の施設の区域外利用に係る協議について 

〔上下水道課〕 

新名神高速道路（仮称）宇治田原インターチェンジ付近に建設が予定されている物流施

設について、建物等の所在が城陽市域となることから、本町上水道施設を区域外利用する

にあたり、地方自治法第 244 条の 3 第 2 項の規定により、城陽市と協議することについて、

同条第 3 項の規定により議会の議決を求めるもの。 

 

 

〇報告第 11 号 令和 3 年度城南土地開発公社（第１回）補正事業計画に関する報告書に

ついて 

〔企画財政課〕  
地方自治法第 221 条第 3 項の法人について、法第 243 条の 3 第 2 項の規定により、その

経営状況を説明する資料を作成し、議会に報告するもの。 


